企画提案書作成要領
下記の項目に関する提案書を作成すること。（様式は任意。Ａ４縦１５ページ以内とする。）
１　実施方針

（１）当業務に対する基本的な考え方
（２）当業務に対する基本的な取組姿勢及び特色
２　実施方法等
（１）実施方法等
①　債務者等に対する電話及び文書等による督促及び弁済交渉業務
②　法的手続き（支払督促、訴訟等）に関する業務
③　債務者の所在調査
④　債務者の死亡時における相続人調査及び相続人への債権回収業務
⑤　支払能力の調査
⑥　集金業務（債務が完済されるまでの入金及び期日の管理、遅延があった場合の督促、過剰入金があった場合の返金、並びに病院が指定する口座への振替）
⑦　不払い理由等の調査
⑧　報告業務（入金状況、対応状況、各調査結果）
⑨　未収金の発生防止及び回収に関する病院担当者へのアドバイス
（２）その他の業務

（３）全体的なスキーム図（流れ図）

３　債権に関する条件

（１）金額に関する条件

（２）内容に関する条件
４　組織・実施体制

（１）管理体制（指揮・監督）
（２）業務ごとの従事者の資格、知識、経験
（３）業務ごとの従事者の人数
（４）組織図

５　法令等遵守、個人情報保護

（１）法令遵守及び個人情報保護に対する基本的な考え方

（２）法令に関する対応、内部規定の整備状況、従業員の研修等の実施状況等
（３）施設、設備等への対策

（４）情報漏洩等、万が一の場合における対応策

６　受託実績

（１）主な受託実績
（２）現在の受託件数及び金額

７　委託費用
作成上の注意
	２（１）①～⑨
	業務に関する具体的な実施方法、実施時期、実施回数等を記載すること。

	２（１）①
	文書のサンプルを添付すること。

	２（１）②
	法的手続き（支払督促、訴訟等）に関する考え方を記載すること。また、実際の実施状況（今年度の実施件数等）についても記載すること。

	２（２）
	２（１）以外に提案する業務があれば２（１）に準じて記載すること。

	３（１）
	受託するにあたって、１債権（又は１債務者）あたりの最低額がある場合はその額を記載すること。

	３（２）
	受託する債権額によって２の実施内容が異なる場合はその金額と内容を記載すること。また、債権の内容に関して受託できないものがあればその内容（例:医療事故により係争中のもの等）を記載すること。

	６（１）
	受託先、受託内容、回収率等を可能な範囲で記載すること。診療費に係る債権以外（企業の売掛債権等）についても実績がある場合には適宜記載すること。その場合、診療費に係る債権と区別して記載すること。

	６（２）
	診療費に係る債権以外（企業の売掛債権等）も含め、全てについて記載すること。診療費に係る債権とそれ以外の内訳を記載すること。時点を明記すること。

	７
	　機構に請求する全ての費用について記載すること。成功報酬率方式の場合は、税込の報酬率を記載すること。成功報酬率以外のものがある場合には、その内容及び金額を具体的に記載すること。
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